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自己紹介



2本日の内容

１．国および電力業界のカーボンニュートラル実現に向けた取り組み

２．中国電力グループのカーボンニュートラル実現に向けた取り組み
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１．国および電力業界の
カーボンニュートラル実現に向けた取り組み



4国のカーボンニュートラル実現に向けた取り組み（1/2）
 2020年10月、地球温暖化への対応のため「2050年カーボンニュートラル」を宣言。
 2050年カーボンニュートラルに向け、非電力（民生・産業・運輸）部門における電化、水素や

メタネーションの活用等、電力部門における脱炭素電源の拡大を通じた脱炭素化を推進。
 これらカーボンニュートラル実現に向けた対応を、経済と環境の好循環を作っていくための成長機

会ととらえ、「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定。

CO2回収・再利用
の最大限活用

産業
2.8億トン

運輸
2.0億トン

非
電
力

電
力 4.4億トン 電力

産業

運輸

注）数値はエネルギー起源CO2炭
素

除
去

化石燃料

水素、メタネーション、
合成燃料、バイオマス

電化

脱炭素電源

植林など

2019年
10.3億トン

2030年
（全体で2013年比▲46%） 2050年

排出＋吸収で実質0トン（▲100%）民生
1.1億トン 民生

出所︓2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
（METI/経済産業省HP）より一部加工



5国のカーボンニュートラル実現に向けた取り組み（2/2）
 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」では、成長が期待されるエネルギー関連、

輸送・製造関連、家庭・オフィス関連産業から「14分野」を取り上げ、分野ごとに年限を明確化し
た目標、研究開発・実証、制度整備（規制改革・標準化など）国際連携などを盛り込み。

エネルギー関連産業 輸送・製造関連産業 家庭・オフィス関連産業
洋上風力・太陽光

・地熱

水素・燃料アンモニア

次世代熱エネルギー

原子力

自動車・蓄電池

半導体・情報通信

船舶

物流・人流・土木インフラ

食料・農林水産

航空機

カーボンリサイクル
・マテリアル

住宅・建築物
・次世代電力
マネジメント

資源循環関連

ライフスタイル関連

出所︓2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
（METI/経済産業省HP）を参考にイラスト作成



6電力業界のカーボンニュートラル実現に向けた取り組み
 電力業界ではグリーン成長戦略および成長が期待される産業・重点分野を念頭に、エネルギー

供給側における「電源の脱炭素化」と共に、需要側における最大限の「電化の推進」により、
供給と需要側の両面から、2050年のカーボンニュートラル実現に向けて取り組んでいます。

供給側
（電源構成）

需要側
（エネルギー消費量）

電源の

脱炭素化

需要側の

最大限の電化

現在 2050年

火力

原子力

再エネ

脱炭素火力

非電力

電力

エネルギーの効率利用
（省エネの徹底）

水素・アンモニア発電
CCUS／カーボンリサイクルなど

熱源等の転換

最大限の導入

2030年エネルギーミックスの
水準以上を維持

水素・CCUS付き火力等の技術
進展を踏まえ調整力として不可欠
な電源として活用

出所︓電気事業連合会HPより一部加工
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２．中国電力グループの
カーボンニュートラル実現に向けた取り組み



8中国電力の設備概要
 当社は、中国地域において原子力発電所（1か所）、火力発電所（6か所）、水力発電

所（90か所）、太陽光発電所（2か所）を有し、475万口のお客さまに電力販売・エネ
ルギー供給サービスを提供しています。

■原子力発電所
●火力発電所
▲水力発電所（揚水式）
■太陽光発電所

三隅発電所
1号 100万kW
2号 100万kW

南原発電所
1・2号 62万kW

島根原子力発電所
2号 82万kW
（3号 137.3万kW 工事中）

新小野田発電所
1号 50万kW
2号 50万kW

俣野川発電所
1〜4号 120万kW

新成羽川発電所
1〜4号 30.3万kW

玉島発電所
1号 35万kW 2号 35万kW 3号 50万kW

水島発電所
1号 28.5万kW 3号 34万kW

福山太陽光発電所
0.3万kW

宇部太陽光発電所
0.3万kW

柳井発電所
1〜2号系列 153.9万kW

上関原子力発電所
（1・2号 137.3万kW×2 着工準備中）

大崎発電所
1号系列（1-1）
25.9万kW
（休止中）

（2024年度末時点）



9中国電力グループのカーボンニュートラル実現に向けた取り組み（1/3）
 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、カーボンニュートラル電力の活用拡大と火力トラン

ジションによる「エネルギーの脱炭素化」およびお客さま・地域の脱炭素化に資するサービス開発と
事業展開による「お客さま・地域の脱炭素化」の2本柱で取り組みを進めています。



10中国電力グループのカーボンニュートラル実現に向けた取り組み（2/3）
 ESG※観点から経営目標（サステナビリティ目標）を設定しており、中国電力グループの環境

目標として、サプライチェーンGHG（温室効果ガス）の排出を2030年度50％削減、2035年
度60％削減（2013年度比）に取り組んでいます。

※「環境（Environment）」「社会（Social）」「ガバナンス（Governance）」の
3つの要素を指し、企業経営や投資において持続可能性を評価する基準



11中国電力グループのカーボンニュートラル実現に向けた取り組み（3/3）
 中国電力グループ環境経営方針を新たに策定し、「2050年カーボンニュートラルへの挑戦」、

「循環型社会の形成」、「自然との共生」の3つの柱に取り組むとともに、事業活動に伴う環境
負荷の低減を進めながら社会価値と経済価値を同時に創出する「環境経営」を実現し、
グループ全体の企業価値向上を目指しています。

「2050年カーボンニュートラル」に挑戦します

循環型社会の形成を推進します

自然との共生に貢献します

環境経営の基盤となる取り組みを充実します

D

B

A

C

中国電力グループ環境経営方針

D

B

A

C



12大崎上島町における取り組み（大崎発電所）
 当社は2000年から大崎上島町において、石炭火力発電所の最新の燃焼技術として、加圧流動

床（PFBC）ボイラーで加圧空気により流動媒体を流動させ、石炭と石灰石と水を混ぜた燃料を
投入し、燃焼させて作った蒸気で回すタービンと、この燃焼ガスで回転させるガスタービンを組み合わ
せた加圧流動床複合発電方式による発電（出力︓25万kW）に取り組んできました。

 本発電方式は、低温度燃焼による窒素酸化物（NOx）発生の抑制が可能、また燃焼と同時に
硫黄酸化物（SOx）の除去が可能（炉内脱硫）といった特徴を有しており、地球温暖化問題
に先駆けて対応してきました。

加圧流動床複合発電方式のしくみ

大崎発電所の外観



13大崎上島町における取り組み（大崎クールジェン）

CO2分離・回収型石炭ガス化燃料電池複合発電技術

CO2分離・回収設備

 2009年からは、地球温暖化ガスの排出を飛躍的に削減できる革新的な低炭素石炭火力発電
技術の確立を目指し、電源開発（株）と共同で大崎クールジェン（株）を設立し、 CO2分離回
収型の酸素吹石炭ガス化複合発電（IGCC）開発に取り組んでいます。

 2012年から実証を開始し、石炭ガスからのCO2分離・回収、燃料電池と組み合わせたトリプルコン
バインド複合発電（IGFC）、木質バイオマス燃料の50%混合運転を達成してきました。

 現在、燃料等化成品併産（メタノール合成）システムなどの検証に取り組んでいます。
 回収したCO2はカーボンリサイクル実証研究拠点に供給し、多様な種類の研究に活用されています。

負荷調整力向上

燃料等化成品併産

付加価値
向上

大崎クールジェンの外観

カーボンリサイクル
実証研究拠点 石炭ガス化設備



14【参考】カーボンリサイクル実証研究拠点
 経済産業省とNEDO支援のもと複数の企業や大学が連携し、カーボンリサイクルの要素技術開発

や実証研究を、ひとつの場所で集中的・横断的に実施することにより、イノベーション・実用化を加速
させることを目指した国内最先端施設として整備され、当社も同拠点での研究に参画しています。

カーボンリサイクル実証研究拠点
での取り組み内容イメージ

出所︓NEDO カーボンリサイクル実証研究拠点HP（2025年8月時点）

参画組織実証研究テーマ
中国電力、不二製油Gas-to-Lipidsバイオプロセスの実用化開発

早稲田大学、ササクラ海水を用いた有価物併産カーボンリサイクル
技術実証と応用製品の研究開発

ENEOSグローブカーボンリサイクルLPGのための触媒実用性向
上と製造プロセスの研究開発

algal bio微細藻類によるCO₂固定化と有用化学品生
産に関する研究開発

東海国立大学、岐阜大学、
KAWADA

アンモニアおよびプラズマを利用する先導的カー
ボンリサイクルシステムの研究開発

慶応義塾大学、東京理科
大学、ｶｰﾎﾞﾝﾌﾛﾝﾃｨｱ機構

ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中
CO₂からの基幹物質製造

TOHOKU、住友商事シリコン系廃棄物の高度資源化技術による
カーボンリサイクル型SiC合成の研究開発

日本製鉄、IMATカーボンリサイクルに資する微細藻類の担持体
培養技術とバイオマスの製品化の研究開発

SEKISUI、東京大学、
SIENCE TOKYO

水素不使用高エネルギー効率CO2由来導電
性カーボン材大規模製造技術の研究開発

IMAT微細藻類産業の価値向上を目的とした支
援・研究



15カーボンリサイクル実証研究拠点における当社の取り組み
Gas-to-Lipidsバイオプロセスの実用化開発

出所︓カーボンリサイクル実証研究拠点HP

Gas-to-Lipids実証設備

 二酸化炭素と水素から２種類の微生物が持つ発酵機能を活用し、付加価値の高い脂質や化学
品原料などを生産する技術の開発に取り組んでいます。

CO2有効利用コンクリート（CO2-SUICOM）の開発課題（2020〜22年）
 二酸化炭素をコンクリートに吸収・固定化する技術を改良し、鉄筋腐食の可能性や屋内でのCO2

吸着の必要性に伴う工事現場利用での課題解決に向けた技術開発を実施してきました。

出所︓カーボンリサイクル実証研究拠点HP

CO2-SUICOM実証設備

（NEDO補助事業︓鹿島建設、三菱商事と共同で実施）

（NEDO補助事業︓広島大学協力の下、不二製油と共同で実施）



16カーボンニュートラルに向けた電源構成への進化の方向性
 経済性および環境性を両立した2050年のカーボンニュートラルの実現に向けて、太陽光発電

や洋上風力などの再生可能エネルギーの導入拡大、LNG火力発電所のリプレースやCCS※の
検討等の取り組みを推進しています。

出所︓中国電力グループ経営ビジョン2040

※ Carbon Capture and Storage︓CO₂の回収・貯留

※4 IGFC（Integrated Coal Gasification Fuel Cell Combined Cycle）︓石炭ガス化燃料電池複合発電
※5 CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage） ︓CO₂の回収・有効利用・貯留

現在



17再生可能エネルギー導入拡大への取り組み（1/2）
 再生可能エネルギーの導入拡大に取り組むとともに、揚水発電や系統用蓄電池、火力発電

等を活用した調整力の重要性も増すことから、「再エネ導入拡大」と「調整力確保」を両輪で
進めていきます。

浮体式洋上風力技術研究組合(FLOWRA) ※へ参画
ひびき灘沖浮体式洋上風力事業へ参画

風力

再エネ導入拡大 調整力確保
更なる拡大 導入を下支え

同期調相機※2導入に向けた課題
や、系統安定性への寄与、費用対
効果について、 NEDO事業※3を活
用し検討。再エネ導入拡大に伴う
電力系統の 慣性力・短絡容量
低下の課題解決を目指す

系統用蓄電池

最低出力の引き下げや出力変化率の改善等、調整力としての火力
発電設備の運用性向上を図ることで、再エネ導入拡大に貢献する

火力

既設発電設備の同期調相機化

※1 経済産業省補助事業「令和6年度再生可能エネルギー導入拡大・系統用蓄電池等電力貯蔵システム導入支援事業費補助金」
※2 電力系統の周波数と同期して回転する電動機であり、運転中は電圧調整機能を提供できるほか、系統事故時には周波数や電圧を一定程度維持する機能を有する
※3 NEDO公募事業「既設既設発電設備の同期調相機化に関する調査」

下松発電所跡地での系統用蓄電
システムの導入が、経産省補助事
業※1に採択。工事施工に向けた諸
準備を実施

収益性や将来の環境価値等を見極めつつ、積極的にリパワリングや新
規開発を推進

水力

オンサイト、オフサイトPPAを中心に太陽光発電所の導入拡大を推進

太陽光

出力:1万kW以上、蓄電容量:3万kWh以上
25年~建設工事、28年下期頃運用開始

自社火力や他社協業事業におけるバイオマス発電の安定稼働、
および混焼拡大検討

バイオマス

※浮体式洋上風力発電商用化のコストとリスクを低減
させる技術開発への取り組みを通じて広域かつ大規模
な商用化を実現するとともに、海外市場も視野に入れた
国内産業を創出することを目的として設立



18再生可能エネルギー導入拡大への取り組み（2/2）

 本発電方式は陸上の適地が不足している太陽光発電の新たな可能性として期待されており、
今後、浮体式洋上太陽光発電システムの設計等の研究開発を進めた上で、2027年度上期
に大崎上島の近海に同システム（50kW）を設置する計画です。

 1年程度かけて波風・潮位変動・塩害等に対して安全かつ安定した発電が可能であることを
確認するとともに、事業性等の評価を行います。

浮体式洋上太陽光発電システムの研究開発

（NEDO補助事業︓三井住友建設、中電技術コンサルタントと共同で実施）

「東京ベイeSGプロジェクト」で
設置されていた洋上浮体式
太陽光発電施設
（2025年3月末撤去済み）

出所︓三井住友建設HP



19天然ガス火力発電所のリプレースへの取り組み
 火力発電の脱炭素化に向け、柳井発電所2号系列（LNG、全4軸構成）のうち2軸の

リプレースに向けた対応を行っています。

 現在、環境影響評価（環境アセス）を実施中。
 今回のリプレースに伴う発電効率向上により、CO2排出低減が見込

まれるが、更なる排出低減に向けて、水素混焼・専焼に必要な設備
の導入についても実装を進めていく。

<前提条件> ・長期脱炭素電源オークションでの落札や、燃料費回収のための制度を通じた、適切な投資回収の確保
・脱炭素化のための技術開発の実現および実証試験の成功



20石炭火力発電所におけるCCS導入への取り組み
 JOGMEC(独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構)より「先進的CCS事業に係る設

計作業等」を2件受託し、海外でのCO2貯留に向け、三隅発電所およびエネルギア・パワー
山口㈱防府バイオマス発電所へのCCS設備導入・事業性評価に関する検討を行っています。

約100万t/年CO2回収量

約50万t/年CO2回収量

三隅発電所

防府バイオマス発電所

出所︓独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構「CCS事業化に向けた先進的取り組み〜2030年度までのCO2貯留開始に
向け、設計作業等について9案件を候補として選定〜(最終更新日2025年9月5日)」を基に当社作成

九州西部沖CCS

日本海側東北地方CCS

太洋州CCS
マレー半島沖北部CCS

首都圏CCS

苫小牧地域CCS

東新潟地域CCS

マレー半島沖南部CCS

サラワク沖CCS

中国電力㈱,石油資源開発㈱
日揮ホールディングス㈱
川崎汽船㈱,JFEスチール㈱
三菱ガス化学㈱,三菱ケミカル㈱
日本ガスライン㈱

中国電力㈱,三井物産㈱
関西電力㈱,九州電力㈱
コスモ石油㈱,電源開発㈱
クラサスケミカル㈱
UBE三菱セメント㈱

いずれも、マレーシアへ
輸送・貯留



21ブルーカーボン推進への取り組み

 島根原子力発電所3号機の人工リーフ（浅瀬）で形成された藻場がCO2を吸収して温室効
果ガスの削減につながることに着目し、環境への取り組みの一環で、Jブルークレジットとして、
2017〜2021年の5年間で15.7tのCO2吸収量が認証され、クレジットとして取得しました。

 取得したクレジットは、松江市内の旅行ツアーやバスケットボールの試合などで活用されています。

人工リーフの設置による魚介類との生育環境の創出

取得クレジット
の活用

 石炭火力発電所から発生する石炭灰を活用した石炭灰製品「Hiビーズ」が、鳥取境港市が
実施する境港ブルーカーボン推進事業に採択されました。(2025年5月プレス)

 また福山港内における再生資源による干潟づくりにおいて、2023年2月〜2024年1月の
1年間で17.6tのCO2吸収量が認証されクレジットとして取得しました。 (2025年12月認定)

ブルーカーボンへの当社石炭灰製品の採用



22地域社会と一体となった脱炭素化への取り組み活動
 当社グループは、中国地域を基盤とする事業者として、地域の皆さまと協力し、地域の活性化

と脱炭素化の同時達成に向けた活動を展開しています。

 CO2およびその他の温室効果ガス排出削減について、我が国全体の2030年度目標
と整合する削減を地域特性に応じて実現する地域。

 2025年度までに少なくとも100か所を環境省が選定する。 脱炭素事業に意欲的に
取り組む地方公共団体等には複数年度にわたり継続的かつ包括的に支援する
スキームとして交付金が設けられている。

  第1回から第7回までに102件の計画提案が選定。

脱炭素先行地域

出所︓環境省

下関市 〜第5回にて選定〜松江市 〜第3回にて選定〜 東広島市 〜第5回にて選定〜
 地域金融機関や地元事業者を巻

き込んだ取り組みにより地域経済
循環を創出し、地域経済の活性化
と脱炭素化の同時達成を図る。

 グループ企業の㈱エネルギア・ソ
リューション・アンド・サービスが共同
提案者として参画。

出所︓下関市ホームページ

 大学移転から30年程度経過した
学生街の既存の集合住宅及び戸
建住宅の脱炭素化に取り組む。

 当社は、広大共創コンソーシアム※

の活動を通じて協力。

出所︓広島大学ホームページ

※ 広島大学東広島キャンパスを活用し、スマートキャンパス
またはスマートシティの形成に資 する活動を行い、その結果
を周辺地域に社会実装することを目的とした組織

出所︓市報松江(令和5年7月号)

 旅行・宿泊・観光・交通事業者と
連携し、脱炭素化を通じた持続可
能な観光都市を目指す。

 当社は、共同提案者として参画。



23広島大学におけるVPP※実証
 広島大学スマートシティ共創コンソーシアムの活動において、東広島キャンパスをひとつの街と

見立て、キャンパス内の太陽光発電所、電気自動車（EV）、空調設備を統合的に制御し、
太陽光発電の余剰電力の有効活用によるキャンパスの低炭素化の効果等を検証中です。

 具体的には、当社が独自開発中のEMS※を活用して、広島大学キャンパス内の太陽光発電
量および電力需要を予測のうえ、エネルギーマネジメント計画を策定し、EVと空調設備を最適
制御します。

※VPP（Virtual Power Plant）︓仮想発電所

※エネルギーマネジメントシステム



24複数エリアのエネルギーマネジメント実証
 当社エネルギア総合研究所において、太陽光発電設備（PV）、EV、蓄電池などを整備し、エネ

ルギーマネージメントの構内実証試験を実施しています。
 本館と実験棟を2つのエリアに見立て、自社開発したEMSにより計画的に蓄電池・EVを充放電し

たり、PV余剰電力を融通することで、再エネを最大限活用します。

0

150 20

150

280100

実験棟で余った
電気は本館へ融通

電気が余った時に充電
(一方、系統からの受電量が

多いときに放電)

10

再エネを最大限利用し、
系統からの受電を極力

抑制

＜研究所構内でのエネルギーマネジメント実証の様子＞
（注）模擬的にPVと蓄電池の規模を拡大

研究所構内の電気の利用状況（電気の流れ）を
リアルタイムに監視・分析しながら電気を効率に利用



25エネルギーマネジメントシステムの目指す姿（ワット・ビット連携）
 産業、住生活、農山村エリアなど、それぞれのエリアの特徴を踏まえて、エリアでのエネルギー利用を

最適化するエネルギーマネジメント技術の開発を目指しています。
 将来的には、各エリアの建物、工場、施設などのあらゆるデバイスでは大量のデータ処理が必要とな

ります。これらデータ処理および今後のAIの普及などに伴う電力需要増加を見据え、電気(ワット)
インフラと情報通信(ビット)インフラをうまく組み合わせ、環境にもやさしく、デジタルで便利な社会を
見据えた取り組みを行っています。

ワット・ビット連携を機会とした事業のイメージ



26脱炭素化に向けた水力発電所における最適化AIシステムの開発
 脱炭素化に向けた取り組みとして、貯水池式水力発電所における発電計画策定の最適化に

向けたAIシステムの開発において、ダムに流入する水量の予測と電力需要予測をもとに収益・
発電量が最適となる発電計画をAIが策定するシステムを開発しました。

 当社水力発電所（６か所）に導入して運用しており、水資源の更なる有効活用およびCO2 
排出量削減に取り組んでいます。

気象情報 ダムへの流入量を予測

発電計画を最適化週間計画を最適化ダム流入量+市場価格

AI

AI

出所︓日本気象協会HP、中国電力プレスリリース（2023年5月31日）



27脱炭素化に向けた環境技術の開発（1/2）

 従来型太陽電池では設置困難であった建築物の窓や農業用ビニールハウス等への設置が可能な
シースルー型有機薄膜太陽電池（OPV）の実用化を目指し、発電効率、耐久性および透明性
の向上ならびに低コスト化に向けた開発に取り組んでいます。

シースルー型有機薄膜太陽電池モジュールシステムの開発

〈研究所内での設置イメージ〉〈OPV設置イメージ〉

 土を使わずクリーンで、人の手をかける必要がなく、安定して植物を育てることができる循環型養液
栽培方式の緑化システムを開発しました。

養液栽培による緑化システム

（NEDO補助事業︓(株)麗光、
広島・大阪・金沢大学と共同で実施）

(株)エネルギアＬ&Ｂパートナーズにより
Esola(エソラ)として販売



28脱炭素化に向けた環境技術の開発（2/2）

 発電所における付着生物対策技術の開発で得られた知見を活用し、プランクトンを撮影した画像
の中からカキの幼生をAIを用いて自動検出する手法を開発しました。本技術の活用により、貝類
などの生体反応によるマリンホワイトカーボンのクレジット化につながる可能性を有しています。

カキ類幼生検出技術の開発

 石炭灰（フライアッシュ）と電柱リサイクル時に発生する廃コンクリートを混合し、マイクロ波により
焼結させる際に、火力発電所から排出されるCO2を吸収させ、焼結体を生成する技術です。

石炭灰、コンクリートへのCO2利用技術開発

CO2-TriCOMの主な用途
緑化基盤材 軽量盛土 排水材

ビルの屋上緑化材
として活用

出雲バイパス改良工事
法面に使用

（ライトサンド）

サッカーグラウンドの基盤と
芝床の間に敷設
（ライトサンド）

（NEDO補助事業︓中国高圧コンクリート、広島大学、中部大学と共同）



29エネルギア総合研究所について



30

ご清聴ありがとうございました

おわりに
 中国電力グループは、これからも中国地域を基盤とする事業者として、地域の皆さまと協力し、

地域の活性化と脱炭素化の同時達成に向けた活動を展開していきます。


